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2． 取得の概

 

P-88

 

（注1

（注2

   P-88

物

取 得

取 得

売
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取
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決

 

 

 

 

 

 

ンス・レジデ

産の取得につ

理由 

法人の規約に

模の成長と安

概要 

取得予

8 
レジディ

（パシフ

） 本投資法人

産について

） 取得予定価

（不動産売

切り捨てて

 

8) レジディア

件 の

得 予 定

得 予 定

約 締 結 予

得 予

得 資

済 方

デンス投資法

つき下記の通

に定める資産

安定的収益の

予定資産の名

ィア用賀 

ィックレジデ

人は、上記取得

ては変更後の名

価格は、当該不

売買契約書に記

て記載していま

ア用賀 

名 称 

資 産 不

価 格 

主 非

予 定 日 

定 日 

資 金 借

方 法 

不動産投

東京都千

アドバン

代表者名

（コード

資産運用

東京都千

ＡＤイン

代表者名

問合せ先

資産の取

人(以下「本投

通り決定しま

産運用の対象及

の確保を実現す

称（注 1）

デンス用賀Ⅱ）

得予定資産の取

名称で記載し、

不動産等の取得

記載された不動

ます。以下、同

レジディア用

不動産 

1,523 百万円

非開示（売主

平成 23 年 6

平成 23 年 7

借入れ又は自

引渡時全額支

1 

信発行者名

千代田区神田

ンス・レジデ

名 執行役員

ド番号：326

会社名 

千代田区神田

ンベストメン

名 代表取締

先 取締役経

取得に関する

投資法人」と

したので、お

記 

及び方針に基

するポートフ

取得予

不

取得後に物件名

括弧内に本日

得に要する諸費

動産等の売買代

同じです。 

用賀 

円 

主より同意を

月 28 日 

月 5 日 

自己資金によ

支払 

田錦町三丁目

デンス投資法

員    

69） 

田錦町三丁目

ント・マネジ

締役社長 

経営管理部長

お知らせ 

といいます。)

お知らせいた

基づき、全国

フォリオ構築

定資産の種類

不動産 

名称を変更す

日現在の名称を

費用（売買媒介

代金）を記載

を得られなかっ

よる。 

目 26 番地 

法人 

髙

目 26 番地 

ジメント株式

髙

長   福

  TEL

 は、本日、成

します。 

国及び全住戸タ

築を図るため、

類 取得予

る予定です。名

を記載していま

介手数料、公租

しています。

ったため） 

平成 23

坂  健  

式会社 

坂  健  

沢 達

L.03-3518-0

成長戦略の一

タイプへの分

、取得を決定

予定価格（百万

名称変更予定

ます。 

租公課等）を

なお、金額は

年 6月 28 日

司 

司 

也 

480（代表）

一環として、

分散投資によ

定しました。

万円）(注 2）

1,523

定の取得予定資

含まない金額

百万円未満を

 

 

資

額

を



 

 

3. 取得予定

P-88)レジ
特定資産の種類

東急田園都市

が良好なため

所在地 

土地 

建物 

前所有者 

現所有者 

不動産鑑定会社

鑑定評価額 

直接還元価格 

DCF 価格 

直接還元

(A) 潜在総収益

  
賃貸料

その他

(B) 有効総収益

  
空室等

貸倒損

(C) 賃貸事業費

  

維持管

水道光

管理委

公租公

損害保

賃貸募

修繕費

その他

(D) 賃貸事業

(E)  一時金の

(F) 資本的支

(G) 正味純利

該当事項はあ

 

 

 

 

 

 

 
定資産の内容

ジディア用賀
類  不動産

市線「用賀」駅ま

め、立地条件を重

住居表示 

所有形態 

面積 

所有形態 

延床面積 

構造・階数

用途 

建築時期 

確認検査機

設計者 

構造設計者

工事施工者

社 

元価格算出の前提

査定項目 

益    小計 

料収入 

他収入 

益      小

等損失相当額 

損失相当額 

費用   小計 

管理費 

光熱費 

委託費 

公課 

保険料 

募集経費 

費（原状回復費含

他経費 

業損益 = (B）－(

の運用益 

支出 

利益 = (D) + (E)

りません。 

容 

 
産 取得予定

まで徒歩 3 分と

重視するビジネス

東京都世田

所有権（予

993.43 ㎡ 

所有権（予

2514.42 ㎡

数 
鉄筋コンク

階付き 6階

共同住宅 

平成 20 年

機関 
ビューロー

会社 

東レ建設株

士事務所 

者 
株式会社テ

士事務所 

者 東レ建設株

- 

非開示 

森井総合鑑

提収支  （金額単

小計 

含む） 

(C) 

－(F) 

定日 

駅近で駅周辺へ

スマンやファミ

田谷区用賀二丁目

予定） 

予定） 

㎡ 

クリート造陸屋根

階建 

年 6月 

ーベリタスジャパ

株式会社東京一

テラ設計工房一

株式会社 

不動

鑑定株式会社 

1,570 百万円 

1,580 百万円 

1,550 百万円 

単位 ： 千円）

査定値

107

105

2

101

6

16

2

2

4

2

1

1

84

83

2

平成 23 年 7 月 5

物件特性 

への商店街へも近

リーのニーズが

物件概要 

目 32 番 8号 

用途地

容積率

住戸タ

シング

根地下 1
コンパ

ファミ

ラージ

パン株式
ドミト

一級建築
その他

一級建築
信託受

PM 会社

マスタ

マスタ

動産鑑定評価書の

価格時

直接還

割引率

最終還

 

値 テナン

7,751 賃貸可

5,596 賃貸戸

2,155 賃貸可

1,122 賃貸面

6,629 月額賃

0 敷金・

6,758 稼働率

2,908 

870 調査会

2,969 調査書

4,669 緊急修

142 短期修

2,778 長期修

1,262 建物再

1,160 

4,364 予想損

231 

761 

3,834 

特記事項 

5 日 取得

近いことから利便

が想定されます。

地域 

率 / 建ぺい率 

タイプ内訳  

グル・タイプ 

パクト・タイプ

ミリー・タイプ

ジ・タイプ 

トリー・タイプ

他 

受託者 

社 

ターリース会社

ターリース種別

の概要 

時点 

還元利回り 

率 

還元利回り 

賃貸借の状

ント総数 

可能戸数 

戸数 

可能面積 

面積 

賃料（共益費含む

保証金等 

率（面積ベース）

建

会社 

書年月 

修繕費 

修繕費（1年以内

修繕費（12 年間）

再調達価格 

地

損失率 

得予定価格

便性は良好です

 

第一種住居地域

200％/60％   

戸数 

52 

7 

7 

- 

- 

- 

- 

伊藤忠アーバン

伊藤忠アーバン

パス・スルー型

状況 （平成 23 年

む） 

 

建物状況調査報告

東

ィ

平

） 

 

地震 PML 評価報告

担保設定の有

無 

1,523 百

す。また都内各所

域 

ンコミュニティ株

ンコミュニティ株

型（予定） 

平成 23 年 4

5.3％

5.0％

5.6％

年 5月 31 日時点

1

66

55

1,996.8

1,640.4

7,285 千

10,142

82.2

告書の概要 

東京海上日動リス

ィング株式会社 

平成 23 年 6月 

－

－

13,040

529,560

告書の概要 

10.45

有無 

百万円 

所へのアクセス

 

 

 

 

 

 

 

株式会社（予定）

株式会社（予定）

4 月 14 日 

％ 

％ 

％ 

点） 

 

6 

5 

81 ㎡ 

41 ㎡ 

千円 

千円 

％ 

スクコンサルテ

 

 

千円 

0 千円 

5％ 



 

 

[上記表の記載

(イ) 

・ 「物

(ロ) 

・ 原則

・ 所在

・「所有

・土地

・土地

・土地

応じ

・土地

に応

・ 建物

・ 建物

・ 「賃

所有

・ 「賃

基に

・ 「住

住戸

 

 

間取

STU

1BE

2BE

3BE

4BE

 

S

C

F

L

 

STU

1BE

2BE

3BE

4BE

ド

 

・ 「戸

を受

・ 「現

取得

・ 「マ

いま

・ 「マ

会社

ース会

ルー型

とと

 

 
載事項の説明] 

「物件特性」欄

物件特性」欄は

「物件概要」欄

則として、平成

在地の「住居表示

有形態」欄には

地の「面積」欄に

地の「用途地域」

地の「容積率」欄

て都市計画で定

地の「建ぺい率」

応じて都市計画で

物の「延床面積

物の「用途」欄

賃貸可能面積」

有者から提供を受

賃貸可能戸数」

記載しています

住戸タイプ内訳」

戸以外の用途につ

取り ～30

UDIO S

ED S

ED 

ED 

ED 

S： シングル

C： コンパク

F： ファミリ

L： ラージ・

UDIO 

ED 

ED 

ED 

ED 

ミトリー・タイ

戸数」欄には、本

けた情報を基に

現所有者」欄には

得予定資産である

マスターリース会

ます。 

マスターリース種

に支払うべき賃

会社が保証賃料

型」であるもの

されている場合

に関する説明 

、森井総合鑑定

に関する説明 

23 年 5 月 31 

示」欄には、住

、不動産に関し

には、登記簿上表

欄には、都市計

欄には、建築基準

定められる数値を

欄には、建築基

で定められる数値

」、「構造・階数

には、不動産の

欄には、本日現

受けた情報を基に

欄には、本日現

す。 

」欄には、以下

ついて記載してい

0㎡ ～40 ㎡

S S 

S C 

 C 

  

  

ル・タイプ 

ト・タイプ 

ー・タイプ 

タイプ 

プ 

本日現在、不動

に記載しています

は、取得予定資産

る不動産を現所有

会社」欄には、

種別」は、本日

賃料と同額の賃料

料を支払うことと

のの、マスターリ

合も「賃料保証型

定株式会社作成の

日現在を基準と

住居表示を記載し

して所有者が保有

表示されている

計画法第 8 条第

準法第 52 条に定

を記載しています

基準法第 53 条に

値を記載していま

数」、「用途」及び

の登記簿上表示さ

現在、不動産につ

に記載しています

現在、不動産につ

下の分類に基づい

います。 

㎡ ～50 ㎡

C 

C 

C 

F 

 

主に単身

主に単身

主にフ

主に外国

1R、1K、

1DK、1L

2DK、2L

3DK、3L

4DK、4L

浴室や洗

ー等）の

産の賃貸可能戸

す。 

産である不動産を

有者に譲渡した

本日現在におい

現在を基準とし

料をマスターリー

とされている場合

リース会社より一

型」としています

3

の不動産に係る不

としています。

しています。 

有し又は保有する

地積を記載して

第 1 項第 1 号に

定める、建築物

す。 

に定める、建築

ます。 

び「建築時期」の

されている種類の

ついて本投資法

す。 

ついて賃貸が可能

いた住戸タイプを

専有面積

～60 ㎡ ～

C 

C 

F 

F 

 

身者向けの住戸

身者及び小規模

ァミリー向けの

国人向けの住戸

、STUDIO 

LDK 

LDK、1LDK＋S 等

LDK、2LDK＋S 等

LDK、3LDK＋S 等

洗濯機置場が無

の利用によって

戸数に占める住戸

を本日現在におい

た者を記載してい

いてマスターリー

して、マスターリ

ース会社が支払

合「賃料保証型

一括転貸を受け

す。 

不動産鑑定評価

る予定の権利の

ています。 

掲げる用途地域

の延べ面積の敷

物の建築面積の

の各欄は、不動

のうち、主要な

人の取得予定部

能な戸数を記載

を記載していま

積 

～70 ㎡ ～8

L L

L L

F F

F F

F F

戸 

模家族（2～3 人）

の住戸 

戸 

等 

等 

等及び居室が 5 以

無く、物件内の共

て賄われる住戸

戸タイプの賃貸可

いて保有する所

います。 

ース契約を本投

リース契約におい

うこととされて

型」としています

ている転借人が

書における記載

種類を記載して

域の種類を記載し

敷地面積に対する

の敷地面積に対す

産の登記簿上の

ものを記載して

部分における賃貸

載しており、現所

す。なお、「その

0㎡ ～90 ㎡

L L 

L L 

F F 

F F 

F F 

向けの住戸 

以上あるもの 

共用施設（共同浴

可能戸数を記載

所有者を記載して

投資法人との間で

いて、エンド・

ている場合「パス

す。なお、マスタ

がマスターリース

載に基づき記載し

ています。 

しています。 

る割合であって、

する割合であって

の記載に基づいて

ています。 

貸可能面積を記載

所有者から提供

の他」欄には、店

㎡ 90 ㎡超 

L 

L 

L 

L 

L 

浴場・ランドリ

載しており、現所

ています。「前所

で締結予定の賃借

テナントがマス

ス・スルー型」、

ターリース契約

ス会社に保証賃料

しています。

、用途地域等に

て、用途地域等

ています。 

載しており、現

を受けた情報を

店舗、事務所等

所有者から提供

所有者」欄には、

借人を記載して

スターリース 

マスターリ 

は「パス・ス

料を支払うこ

に

等

現

を

等

て



 

 

・ 「PM

務が再

(ハ) 

・ 「不

してい

・ 金額

(ニ) 

「直接

(ホ) 

「特記

定資産

・ 法

・ 権

・ 当

・ 共

 

 
4. 取得先の

取得先

投資法人

 

5. 取得予定

本投資

用会社の利

の建物賃貸

 

6. 耐震性等

取得予

に故意の

査結果を得

 
対象物件
 
①調査会

商号 

本店所

代表者

資本の

大株主

主な事

本投資

用会社

②調査

③調査

 
 

 
M 会社」欄には、

再委託されてい

「不動産鑑定評価

不動産鑑定評価書

います。 

額は、百万円未満

「直接還元価格算

接還元価格算出

「特記事項」欄に

記事項」欄には

産の評価額、収

法令諸規則上の制

権利関係等に係る

当該不動産の境界

共有者・区分所有

の概要 

は国内の一般

又は資産運用

定資産にかか

法人は、上記

利害関係者で

貸借兼管理運

等に関する事

定資産につい

改ざん、偽造

得ております

件) P-88 レジ

会社 

所在地 

者 

の額 

主 

事業の内容 

資法人及び資

社との関係 

内容  構造

結果  構造

基準

、本日現在におい

いる場合には、再

価書の概要」欄

書の概要」の各

満を切り捨てて

算出の前提収支

出の前提収支」欄

に関する説明 

は、以下の事項を

収益性、処分への

制限又は規制の

る負担又は制限

界を越えた構築

有者との間でな

般事業会社で

用会社と特別

かる資産運用会

記取得予定資

である伊藤忠

運営業務委託

事項 

いては、構造

造等の不正は

す。 

ジディア用賀

株式

東京

代表

10 百

加藤

土木

びコ

国内

計、

資産運
なし

造計算書及び

造計算書の中

準法の耐震安

いて不動産につ

再委託先である

に関する説明

各欄は、森井総合

記載しています

」欄に関する説

欄は、不動産の不

を含む、取得予定

の影響度を考慮し

主なもの 

の主なもの 

物等がある場合

された合意事項

ですが、先方の

別な利害関係に

会社の利害関

資産については

忠アーバンコ

託契約等の締結

造計算書の妥当

は見受けられず

賀  

式会社ハイ国

京都港区高輪

表取締役 加

百万円  

藤 信樹 他

木、建築工事、

コンサルタン

内外の土木、

施工、監理及

し 

び構造設計図の

中に意図的な改

安全に関する

4

ついて PM 業務の

PM 会社を記載

合鑑定株式会社作

す。 

説明 

不動産鑑定評価

定資産の権利関

して重要と考え

合や境界確認等に

項又は協定等の主

の意向により

にある者に該

関係について

はマスターリ

ミュニティ株

結に関して、

当性につき第

ず、法律に準

際コンサルタ

2 丁目 19 番

加藤 信樹 

 

、建築設備工

ト業務、並び

建築工事（含

及びコンサル

の検証 

改ざん操作が

要件を満足し

の委託を予定して

しています。

作成の不動産に

価書に基づき記載

係や利用等に関

られる事項を記

に問題がある場合

主なもの 

り、詳細につ

該当いたしま

リース兼プロ

株式会社に委

内部規程に

第三者の調査

準拠した構造

タント 

番 17 号  

工事に関する

びに建築物の

含む内装工事

ルティング業

が為されてい

しているもの

ている PM 会社を

に係る不動産鑑定

載しています。 

関連して重要と考

記載しています。

合の主なものと

いては開示い

せん。 

パティ・マネ

委託する予定で

従い所要の手

査を実施し、下

造計算が実施さ

国内外の技術

の調査・診断業

事）、建築設備

業務並びにその

いる箇所は見受

のと認められる

を記載しています

定評価書の記載に

考えられる事項の

 

その協定等 

いたしません

ネジメント業

です。そのた

手続を経る予

下記の通り構

されたものと

術の紹介、斡

業務 

備工事に関す

の斡旋 

受けられず、

る。 

す。なお、PM 業

に基づいて記載

のほか、取得予

ん。なお、本

業務を資産運

ため、同社と

予定です。 

構造計算書等

と判断する調

斡旋、仲介及

する企画、設

設計当時の

業

載

予

の



 

 

7.  媒介の概

媒介者

該媒介者

 

8. 今後の見

平成2

及び平成

の予想に

 

 

9. その他 

本投資

<添付資料

・補足

①本件

②合併

 

・参考

 

＊ 本資料

＊ 本投

 
概要 

者は国内の一

者は、本投資

見通し 

23年3月16日付

成24年1月期（

に与える影響は

資法人は、本

料> 

資料    

件取得資産に

併後本日現在

資料 

料の配布先 

資法人のホー

一般事業会社で

資法人又は資産

付第1期決算

（平成23年8月

は軽微であり、

本物件の取得完

  

について 

在までの物件

取得予定

： 兜倶楽部

ムページアド

ですが、先方

産運用会社と

短信で公表し

月1日～平成2

変更はありま

完了時に、改

件入替状況につ

定資産の外観写

、国土交通記

レス ： ht

5

方の意向によ

と特別な利害

しました｢平成

24年1月31日）

ません。 

改めてお知ら

ついて 

写真 

記者会、国土交

tp://www.adr

り、詳細につ

関係にある者

成23年7月期（

）の運用状況

せする予定で

交通省建設専門

r-reit.com 

ついては開示

者に該当いた

平成23年2月

況の予想に関す

です。 

紙記者会 

示いたしません

たしません。 

1日～平成23

するお知らせ

ん。なお、当

3年7月31日）

｣の運用状況

以 上

況

上 



 

 

（補足資料）

① 本件取

（P-88）レジ

（注）鑑定NO
 

② 合併後本

■合併後、本

  
売買棟数 
取得価格合

売買代金合

鑑定評価額

比率(a)÷(b)
加重平均 N
加重平均築

主なエリア・

（注1）鑑定評価

（注2）取得資産

（注3）譲渡資産

    ※第1中

の実績Ｎ

（注4）売却時点
 

■合併後、本

 
都心主要 7 区

都心部 
首都圏 
政令指定都市

合計 

 

■本件物件入

資産規模（取

保有物件数

保有賃貸可

賃貸可能面

エリア別投資

ポートフォリ

Ｐ（都心主要

Ｃ（都心部）

Ｓ（首都圏）

Ｒ（政令指定

      

 
）  

取得資産につ

物件名 

ジディア用賀 

I利回り＝取得

本日現在まで

本日現在まで

合計 
合計(a) 
額又は調査価

)×100% 
NOI 利回り 
築年数（注 4） 

・タイプ 

価額又は調査価

産の加重平均N
産の加重平均N
中間期以前に売

ＮＯＩを採用して

点の各物件の築

本日現在まで

 シン

区 

市等 

入替後のポー

取得価格） 
数 
可能戸数 
面積 

資比率 
リオ合計 
要 7 区） 

 
 

定都市） 
     

いて 

得資産の鑑定評

での物件入替

の物件入替状

格合計(b)  

価格は売却時点

NOI利回り＝取

NOI利回り＝譲

売却した物件に

ており、第1中間

築年数を取得価

の物件入替に

ングル   コン

85 
428 

△35 
171 
649 

ートフォリオの状

     

築年数 鑑

3.1年 

価書上の年間N

替状況につい

状況 

東京 23
ングル・

点の直近の価格

取得資産の鑑定

譲渡時の直近期

については直近

間期以降の譲渡

価格で加重平均

による住居タイ

ンパクト   ファ

△ 80 
65 

△ 1 
△ 145 
△ 161 

状況 

      

6

鑑定NOI利回り

（注） 

5.5％ 

NOI÷取得予定

いて 

取得資産

1
22,70
22,70
24,49

92.
6.
2.

3 区及び政令

・タイプ 

格を採用してお

定評価書上の年

期実績NOIの合

近期がないため

渡物件について

均しています。

イプの増減（単

ァミリー  ラ

△ 59
△17

0
△ 91

△ 167

3,45
18

14,58
548,03

取得価格

3,455 億

1,740 億

910 億

399 億

405 億

     

り

ポートフォ

対的に鑑

が浅いた

に寄与す

定価格×100 

産 
5 棟 

04 百万円

04 百万円

1 百万円

7 ％ 
2 ％（注 2）

0 年 

令指定都市のシ

おります。 
年間NOIの合計÷

計（年換算）÷取

、第1期開始直

ては第1中間期の

単位：戸） 
ラージ  ドミ

△ 36
7
0

△ 21
△ 50

55 億円 
84 棟 
87 戸 
36 ㎡ 

投資

億円 100
億円 50
億円 26
億円 11
億円 11

     

取得

ォリオ全体の

鑑定NOI利回

ため、ポートフ

すると判断した

2
2
2

シ
都心主要

のコンパ

古の物件

÷取得価格の合

取得価格の合計

直前の6ヶ月（200
の実績ＮＯＩ利回

ミトリー  そ

0
0

91
0

91

資比率 
0.0 % 
0.4 % 
6.3 % 
.6 % 
.7 % 

      

得理由 

実績NOI利回

回りが高く且つ

フォリオの収益

たため。 

譲渡資産

19 棟 
23,767 百万

20,123 百万

21,821 百万

92.2 ％ 
4.9 ％（注

9.1 年 

要 7 区及び政

パクト・ファミリー

件 

合計×100 
計×100 
09年9月から20

回りを採用してお

その他   
6 

△1 
1 

△ 17 
△ 11 

   以上

回りより相

つ築年数

益力強化

産 

円 
円 
円（注 1） 

注 3） 

令指定都市

ー・タイプ、築

010年2月まで）

おります。 

合計  
△ 84

482
56

△ 103
351

上

 



 

 

（参考資料

P-88）レジデ

 

 

 
料）  取得予

ディア用賀 

予定資産の外外観写真 

7

 


